
　遺族厚生年金とは、一般組合員の方が在職中又は退職後に亡くなったときに、その方によって生計を維持
されていたご遺族の生活を保障するために支給される年金です。死亡した方の老齢厚生年金（報酬比例部分）
の４分の３相当額が支給されます。
　遺族厚生年金を受給するためには、亡くなった一般組合員とご遺族のそれぞれが以下の要件を満たす必要
があります。

　出産費、高額療養費等の共済組合の給付金は、組合員が指定している給与の第一口座に振り込まれ
ます。給与受取口座に変更があったにもかかわらず、変更手続をしていない場合、振込不能となり、
給付の処理が遅れることになります。速やかな手続をお願いします。

　「保険料の還付金が出ます」などと言って、銀行などのＡＴＭに行き操
作するよう誘導する事例が起こっています。実際、相手の指示通りに操
作した結果、数百万円単位のお金を振り込んでしまったケースも発生し
ているとのことです。
　公立共済では高額療養費や附加給付金は自動的に給付されるため、個
別に請求をする必要はありません。また保険証を使用できなかった場合
の療養費などの請求は、所属所へ請求書を提出する※ことになっていま
す。ＡＴＭで操作することは絶対にありません。ご家族の方々にも、日頃
からご注意いただくようお伝えください。
※任意継続組合員など、公立共済に直接提出する例外もあります。

給付金の受取口座に変更があった場合は
手続を忘れずに！

給付金の受取口座変更手続について

給付貸付課短期給付担当 03-5320-6827☎問合せ先

次の手続をしてください

給付金の再振込を金融機関に依頼するために、預貯金通帳の写し（金融機関名、支店名、口座番号、口座名
義が確認できる部分）の提出をお願いしています。

振込不能となった場合は

こんな場合に手続が必要です

還付金等詐欺にご注意ください！

現職の組合員の方

任意継続組合員の方

●結婚などにより姓が変わり、口座名義を変更したとき（必ず金融機関で口座名義
の変更手続をしてください。旧姓使用をしている場合でも変更が必要です。）
●給付金受取口座を別の口座に変更したいとき
●金融機関が合併、支店が統廃合されたときなど

口座名義の変更、受取口座の変更を、所属所の事務担当者に申し出
てください。
※必要書類が異なりますので、詳細は所属所の事務担当者にご確認ください。

給付貸付課資格担当（03-5320-6826）に直接連絡してください。

給付貸付課年金担当 03-5320-6828☎問合せ先

　次の (1) から (4) の要件の、いずれかに該当すること。
(1) 組合員が亡くなったとき。
(2) 組合員期間に初診日のある病気やケガで５年以内に亡くなったとき。
(3) １級及び２級の障害厚生年金 (※1) を受給されている方が亡くなったとき。
(4) 受給資格期間が 25年以上ある老齢厚生年金（※2）の受給権者または同期間が 25年以上ある方
　  （退職した方を含む。）が亡くなったとき。

支給の要件1
※1　障害共済年金を含む。
※2　退職共済年金を含む。　

　 次の (1) から (3) の要件の、すべてを満たすこと。
(1) 亡くなった組合員の方と生計をともにされていたこと。
(2) 恒常的な収入が年額８５０万円 (所得の場合は６５５万５千円 )未満（※）であること。
(3) 下表の遺族の範囲であること。

遺族の要件2

　在職中に亡くなった場合は、所属所の事務担当者が公立学校共済組合東京支部に連絡し、遺族と必要な手続
きのやりとりを行います。退職後に亡くなった場合は、遺族が直接、公立学校共済組合本部（電話 03-5259-
1122）へお問合せください。
　遺族に該当する方が、他の公的年金（老齢、障害、遺族）を受給している場合は、原則、いずれか１つの年
金を選択し、選択した年金以外は支給が停止されます。受給する年金を選択した後も、将来に向かって選択し
直すことが可能です。

遺族厚生年金の請求方法3

※  おおむね５年以内に年額８５０万円未満の収入に
　  なることが明らかであると認められる場合も含む。

●受給順位１～４位のうちも最も順位の高い方が受給できます

※短期組合員については、公立学校共済組合東京支部への年金関係手続は対象外です。
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順位 要件等遺族の範囲

2
3
4

妻

夫

子

父母

孫

祖父母

 

※　遺族に該当する方が、「配偶者であって子と生計を同じくしている方」又は「子のみ」である場合、日本年金機構から遺族基礎年金が支給されます。
　　遺族基礎年金は子がいることが条件ですので、子が18歳の年度末になった時等は、支給終了となります。

年齢制限はありません。妻と子では妻が優先的に受給します。また、遺族基礎年金（※）が支給されます。

30歳未満の方は5年間の有期給付です。
40歳以上65歳未満の方は中高齢齢寡婦加算が加算されます。(596,300円/令和5年度)

下記の子がいない

下記の子がいる

子（胎児含む）は現に婚姻をしてない以下のいずれかに該当する方
①18歳に達する日の属する年度末までにある方。
②20歳未満であって、障害等級１級・２級に該当する障害状態にある方。

死亡当時に55歳以上である方。支給開始年齢は60歳です。

受給要件は子と同じです。

受給要件は父母と同じです。

①死亡当時に55歳未満の方は、遺族厚生年金の支給はありません。
　ただし、遺族基礎年金は夫に支給されます。
②死亡当時に55歳以上である方は、遺族厚生年金及び遺族基礎年金が支給されます。
　支給開始は60歳前からです。

死亡当時に55歳以上である方。支給開始は60歳です。下記の子がいない

下記の子がいる
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